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審議会大学分科会「今後の各高等教育機関の役割・機能の

強化に関する作業チーム」、犯罪による収益の移転防止に

関する法律施行細則の一部改正による入学金等の納付手続

きの取扱い、著作権法の一部改正案への対応、厚生労働省

施策である専門実践教育訓練認定状況、自由民主党専修学

校等振興議員連盟への要望活動、平成２８年度ブロック会議

報告及び平成２８～２９年度の主な日程について説明。続いて

赤池誠章専修学校等振興議員連盟事務局次長・参議院議員

が来賓あいさつを行った。

　続いて、岡本比呂志全専各連副会長が、日本学生支援機

構の留学生学習奨励金の配分方法について、制度の不備及

　１１月２５日、東京都・アルカディア市ヶ谷において、都道

府県協会等代表者会議が開催された。出席者は４７都道府県

代表者。はじめに小林光俊会長が開会あいさつに立ち、専

門職業大学（仮）制度設立により高等教育が複線化され、

専修学校が担ってきた職業教育がプロフェッショナルライ

ンとして位置付けられること、産業界全体の生産性の向上

及び人材の底上げを図るために専門職業大学（仮）で社会

人の学び直し制度を整備し充実することが不可欠であるこ

と、日本がアジアの職業教育のハブ機能を果たし国際社会

に貢献する人材育成の充実を実現するために日本で学ぶ意

欲がある留学生の受入れの拡大が不可欠であること、そし

て人口減少社会の中で経済成長を持続させていくために新

学校制度、学び直し制度、留学生の受入れに関する法整備

その他あらゆる政策の実現に向けた働きかけを関係省庁に

行い、より一層職業教育を発展させていくことが重要であ

る、と述べた。続いて山谷えり子専修学校等振興議員連盟

副会長・参議院議員が来賓あいさつを行った。山谷議員退

席後、白鳥綱重文部科学省専修学校教育振興室長から配布

資料に基づき、これからの専修学校教育の振興のあり方検

討会議、平成２９年度専修学校関係予算概算要求、職業実践

専門課程、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関、

ジョブ・カード制度の推進と専修学校における活用事例等

について説明が行われた。特に専門学校生への効果的な経

済的支援の在り方に関する実証研究事業では、平成２９年度

が事業最終年であることから、各学校、都道府県担当部局

の積極的な参加を求めた。続いて、質疑応答では、新たな

高等教育機関の申請準備を行う場合、文部科学省内に事前

相談体制を整備して欲しいとの意見、また、設置基準にお

ける教員資格について、大学の教員資格制度が準用される

ことでこれまで職業教育と学校運営を中心的に担ってきた

教員や職員が活躍の場を失うというようなことが無いよう、

引き続き役割を担い続けることが可能な制度となるような

基準の設定に関する意見が出された。

　小憩後、事務局より配布資料に基づき、第８期中央教育

都道府県協会等代表者会議を開催
新たな高等教育機関、専門職業大学（仮）について議論

開会あいさつ
を述べる小林
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を述べる赤池
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び改善について機構に申入れを行ったことを報告するとと

もに、今後は制度の改善に向けて全専各連を主体とし組織

的な対応を行っていくべき、との意見を述べた。小林会長

は、あらゆる面においての教育格差の是正及び意欲ある学

生が安心して学べる社会の実現に向けて、世論及び行政等

に対してより一層積極的な働きかけを行っていくべき、と

の意見を述べると共に、出席者に重ねての諸活動への支援

の要請を行った。

　質疑応答では、都道府県別助成状況報告のうち、都道府

県における職業実践専門課程校への補助金獲得に対する質

問について、事例紹介として補助金が計上されている愛媛

県、香川県、茨城県、神奈川県、島根県の状況と担当部局

と調整が進んでいる沖縄県の状況について説明が行われた。

　最後に、福田益和副会長より閉式の言葉が述べられ、会

議を終了した。

ること、在任期間が２期４年以上、役員を退任した者）

について説明後、各県より推薦を受け、常任理事会で承

認を受けた受賞者８名（敬称略：福島県：岡部隆男、石

川県：徳野正一、福井県：赤星哲志、長野県：成田守夫、

岐阜県：齋木寛治、滋賀県：外池和彦、広島県：永見憲

吾、福岡県：中村哲）を紹介（表彰式出席者３名、欠席

者５名）。

　続いて、小林光俊会長が、これまで全専各連の活動を

支えてきた受賞者に対して、感謝と尊敬の意を述べた後、

表彰状と記念品が授与された。

　最後に、受賞者を代表して、中村哲先生より謝辞が述

べられ、表彰式を終了した。

　第５回以降、「これからの専修学校教育の振興のあり方検

討会議」（検討会議）は、有識者・専修学校関係者のヒア

リングや学校視察を中心にして次のとおり開催された。

〔第５回（平成２８年９月２９日）〕

　９月上旬に検討会議の審議経過報告が公表されて初めて

の会議では、参加委員による専門学校の視察に続き、有識

者ヒアリングとして日本私立大学協会会長（全専各連初代

会長）で（学）文化学園の大沼淳理事長が「専修学校の

『これまで』と『これから』について」をテーマに、戦後

の新学制の体系整備と各種学校の高度化の進展、教育に対

する国の役割と専修学校の制度化運動の関係、学校教育法

改正案や設置基準案の策定時の課題（柔軟性の担保、教員

の資格や養成等）及び社会との接点の高等教育への移行と

複線型教育体系における専修学校の役割等を説明し、専修

学校の今後の展望（教育課程における教養教育と専門的実

学教育の両者の位置づけの重要性等）を提起した。その後、

参加委員による質疑応答・全体討議を行った。

〔第６回（平成２８年１０月１７日）〕

　有識者ヒアリングとして「専修学校教育の質保証と第三

者評価について」をテーマに（独法）大学改革支援・学位

授与機構の川口昭彦顧問・名誉教授が、高等教育のパラダ

イム・シフト、保証すべき「質」、大学等の認証評価制度、

専修学校の質保証の方向性、専門職高等教育質保証機構の

試行評価など質保証・評価の背景や方向性等を説明。まと

めとして「専修学校の第三者質保証システム（学修成果を

基盤とする質保証）」、「質リテラシー（学内での“質の文化”

や“質保証文化”の確立）」、「何のための学校評価か（学校

の諸活動の質改善・向上や質保証等の目的を達成するため

の手段）」、「相互の信頼から社会の信頼へ（学校の内部質保

証及び第三者質保証による社会の信頼の獲得）」など今後

の在り方を提起した。その後、参加委員による質疑応答・

全体討議を行った。

〔第７回（平成２８年１１月２１日）〕

　地方の専修学校の現状や取り巻く環境等を把握し、議論

を深めていくため福岡県で開催。まず会議開催前に参加委

員が福岡市内の専門学校を視察した後、専修学校関係者か

らのヒアリングを実施した。最初に「福岡県の専修学校の

概況」をテーマとして（一社）福岡県専修学校各種学校協

会（協会）の岩本仁会長らが福岡県の概要（産業や人口、

地理・訪日外国人、私立学校数・学生数）、協会の取組（職

業実践専門課程の認定促進、中小企業経営者協会連合会等

との連携、留学生の就職支援、地方発グローバル人材育成、

高等学校進路指導研究協議会との連携等）を説明した。引

き続き事例発表として、（学）麻生塾から森山泰行専務理事、

福澤仁志常務理事及び設置する専門学校のうち２校の校長

代行が参加し、麻生情報ビジネス専門学校北九州校での

　１１月２５日、東京都・アルカディア市ヶ谷において、都

道府県協会等代表者会議に先立ち役員表彰式が開催され

た。

　はじめに事務局より、役員表彰要件（功績が顕著であ

これからの専修学校の振興のあり方検討会議

代表者会議に先立ち役員表彰式 右から表
彰式に出
席 し た 
外池先生、
赤星先生、
小林会長、
中村先生
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「まち・ひと・しごと創生における自治体との連携」（企

業誘致・雇用創出を目的とした北九州市とＩＴ企業との三

者連携事業の実績と相互の効果等）、麻生建築＆デザイン

専門学校での「地域・団体・企業との連携－シバタハウス

プロジェクト－」（県内の工務店やインテリアコーディネー

ターの各任意団体、全国の塗装集団との連携による難病の

子どもと家族へ病院隣接型ゲストハウスを提供する事業そ

の他行政等と連携事業の実績等）を報告した。その後、参

加委員による質疑応答・全体討議を行った。

　なお、検討会議は１２月以降、毎月１回のペースで開催し、

来年３月に報告を取りまとめる予定となっている。

※検討会議の会議資料・議事録は次の文科省サイトでダウ

ンロード可能。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shougai/0

34/index.htm

ＴＣＥ財団だより
http://www.sgec.or.jp

 J  検   http://jken.sgec.or.jp/

B 検   http://bken.sgec.or.jp/

　平成２８年度秋の叙勲・褒章が次の方々に贈られました。

長年の努力と功績が認められた関係者のご芳名を掲載し、

心よりお祝い申し上げます。（敬称略）

＊旭日大綬章

北澤　俊美（長野県・長野医療技術専門学校　理事長）

＊旭日小綬章

小池　千代子（埼玉県・専門学校東萌ビューティーカレ

ッジ　理事長）

＊瑞宝双光章

�村　俊裕（神奈川県・崎村調理師専門学校　理事長）

＊瑞宝単光章

谷内　眞佐子（北海道・北海道文化服装専門学校　校長）

十川　聖三（香川県・専修学校香川県美容学校　校長）

心よりお祝い申し上げます 秋の叙勲・褒章の受章者

プラスＷＥＢ」に掲載いたします。

○南関東ブロック会議（１０月２８日（金）　神奈川県・崎陽軒

本店　参加者約２００名）　今年も、以下のブロック会議が開催されました。詳細に

つきましては、全専各連ホームページ内の「広報全専各連

平成２８年度ブロック会議開催状況

ＴＣＥ財団第１２３回理事会
　東京都・アルカディア市ヶ谷を会場として、一般財団法

人職業教育・キャリア教育財団第１２３回理事会を１０月１８日に

開催した。

　出席理事１１名、監事２名を得て開会。福田益和理事長か

ら開会のあいさつが述べられた後、理事長が議長に就任。

定款により議事録署名人、決議成立の要件を確認し、審議

に入った。

　はじめに【第１号議案　平成２８年度事業中間報告】に関

して、配布資料をもとに事務局が教員研修・研究、文部科

学省委託事業、認定、表彰、評価・認証、検定、保険、出

版・広報等の各事業内容について説明。質疑応答の後、特

に異議なく、全会一致で原案どおり拍手承認。

　次に【第２号議案　平成２８年度第２次補正予算】に関し

ては、配布資料をもとに事務局が文部科学省委託事業（専

修学校留学生就職アシスト事業）の採択決定を受けての補

情報検定Ｊ検　出願状況
　２０１６年後期情報検定（Ｊ検）情報活用試験　ペーパー方式

（平成２８年１２月１８日実施）、ならびにＣＢＴ方式（平成２８年１０

月１日～１１月１８日受付）の出願者数が次のとおりまとまった。

　ペーパー方式

　出願団体数 ３５団体

　１級 ９８２名

正であることを説明。特に異議なく、全会一致で原案どお

り拍手承認。

　続いて【第３号議案　評議員会の招集について】に関し

ては、配布資料をもとに事務局が第８４回評議員会の招集に

ついて説明。特に異議なく、全会一致で原案どおり拍手承

認。

　最後に報告事項として、来年度の理事会・評議員会のス

ケジュールについて説明され、以上により、議長が全ての

議案の審議、承認を確認し議事を終了した。
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　２級 ８８４名

　３級 ５１５名

　ＣＢＴ方式

　出願団体数 ３９団体

　１級 １３６名

　２級 ３７５名

　３級 ２９９名

　合計 ３,１９１名

　平成２８年１２月４日（日）に文部科学省後援ビジネス能力

検定ジョブパス後期試験（Ｂ検）が実施された。出願状況

は次のとおり。

　出願団体数 １６７団体

　会場数 １４６会場

　出願総数 １４,００４名

　３級　出願者数 １１,４７９名

　２級　出願者数 ２,５２５名

　（通年実施のＣＢＴ方式は含みません）

　一般財団法人職業教育・キャリア教育財団（ＴＣＥ財団）

と全専各連と全専協の共催により、管理者研修会が全国3

会場（１１月１４日：福岡県・福岡ガーデンパレス、１１月２８日：

大阪府・大阪ガーデンパレス、１２月７日：東京都・アルカ

ディア市ヶ谷）で開催された。受講者は福岡会場約５０名、

大阪会場約７０名、東京会場約１０５名。

　最初に、「中央教育審議会大学分科会の審議状況と今後の

高等教育政策の検討に対する専門学校の対応」を中央教育

審議会大学分科会委員・日本工学院専門学校長千葉茂氏が

講演。

　小憩後、「専修学校を巡る動向について」を、文部科学省

生涯学習政策局専修学校教育振興室より、福岡会場では筒

井諒太郎専修学校第一係長、大阪会場では星川正樹室長補

佐、東京会場では白鳥綱重室長が説明。

　いずれの講演も専修学校の将来について意義深い内容と

　一般財団法人職業教育・キャリア教育財団（Ｔ

ＣＥ財団）では、専修学校教育の振興と専修学校

教員の資質向上に資することを目的として、下記

の研修事業・研究事業の参加者を募集しています。

　①教員国内派遣研修事業…国内の教育・研究機

関又は企業等に一定期間派遣し、知識及び技

術を研修し、研究成果を論文としてまとめる。

　②教員研究奨励事業…研究活動を推進・奨励し、

研究成果を論文としてまとめる。

　参加希望校は、ＴＣＥ財団事務局に各申請書類

を平成２９年１月１６日までにご提出ください。

　詳しくは、ＴＣＥ財団事務局へお問い合わせく

ださい。

なり、盛会のうちに全日程を終了。

　本年９月に刊行いたしました平成２９年版全国専修学校総

覧において下記の誤りがありました。ここにお詫びし訂正

いたします。

○群馬県美容専門学校（Ｐ.９３）　（学）群馬県美容学園

　〒３７１－０００６　前橋市石関町１３６－１　０２７.２３０.２２６６

　専門　衛生　美容師，エステティック，

　ビューティスタイリスト，ビューティテクニカル

○九州国際高等学園（Ｐ.２２４）　正）０９５２.５０.７２９１

＊以下の学校において掲載した学科は存在していません。

宮城県

○仙台ＹＭＣＡ国際ホテル製菓専門学校（Ｐ.７６）　ブライ

ダルプランナー

福島県

○国際アート＆デザイン専門学校（Ｐ.８３）　ライフスタイ

ルコーディネート、デザイン研究

東京都

○聖徳大学幼児教育専門学校（Ｐ.１１０）　幼児教育

　１０月６日、一般財団法人職業教育・キャリア教育財団

評議員の井戸和男先生（７７歳）が逝去されました。

　井戸先生は、平成１０年１２月（当時は、財団法人専修学

校教育振興会）より本年まで当財団の評議員として検定

事業の振興を中心としてご活躍いただきました。

　ここに生前の井戸先生のご功績を偲び、心より哀悼の

意を表します。

ビジネス能力検定Ｂ検ジョブパス出願状況

管理者研修会を全国３会場で開催

平成２９年版全国専修学校総覧
お詫びと訂正

教員国内派遣研修事業
教員研究奨励事業

井戸和男　ＴＣＥ財団評議員がご逝去
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○目白ファッション＆アートカレッジ（Ｐ.１１０）　キッズ

ファッション

新潟県

○国際ペットワールド専門学校（Ｐ.１３５）　ネイチャーア

クアリウムベーシック

○アップルスポーツカレッジ（Ｐ.１３５）　スポーツ教育

○伝統文化と環境福祉の専門学校（Ｐ.１３８）　教養

石川県

○専門学校金沢文化服装学院（Ｐ.１４１）　デザイン専攻

○金沢医療事務専門学校（Ｐ.１４２）　ビジネスライセンス

長野県

○文化学園長野保育専門学校（Ｐ.１４６）　介護福祉専攻

○専門学校長野ビジネス外語カレッジ（Ｐ.１４７）　国際

静岡県

○専門学校東海工科自動車大学校（Ｐ.１５３）　１学科

三重県

○桑名文化専門学校（Ｐ.１６６）　被服本科

兵庫県

○神戸ＹＭＣＡ学院専門学校（Ｐ.１８５）　インターナショ

ナル・コミュニケーション、フィットネス、スポーツ

○神戸国際調理製菓専門学校（Ｐ.１８６）　パティシエ

奈良県

○奈良コンピュータ専門学校（Ｐ.１９０）　建築ＣＡＤ設計

広島県

○広島会計学院電子専門学校（Ｐ.２００）　情報処理

○ＩＷＡＤ環境福祉専門学校（Ｐ.２０１）　介護福祉

○穴吹ビューティ専門学校（Ｐ.２０３）　エステシャン

○穴吹情報デザイン専門学校（Ｐ.２０３）　Ｗｅｂ総合

○穴吹医療福祉専門学校（Ｐ.２０３）　オフィス総合

愛媛県

○河原電子ビジネス専門学校（Ｐ.２１２）　ＣＧ・Ｗｅｂクリ

エイター

福岡県

○ＫＣＳ北九州情報専門学校（Ｐ.２１５）　情報ライセンス

○製菓・医療九州ビジネス専門学校（Ｐ.２１６）　スイーツ

○福岡ビューティーアート専門学校（Ｐ.２１８）　ブライダ

ルプロデュース

○専門学校コンピュータ教育学院大橋校（Ｐ.２２１）　ロボ

ット制御工学

○福岡ＹＭＣＡ国際ホテル・福祉専門学校（Ｐ.２２１）　国際

ホテル、国際ホテル専攻

熊本県

○八代実業専門学校（Ｐ.２３０）　情報経理

大分県

○ＫＣＳ大分情報専門学校（Ｐ.２３２）　情報プロセス

宮崎県

○宮崎マルチメディア専門学校（Ｐ.２３４）　医療ビジネス

○トライアート・カレッジ（Ｐ.２３５）　ファッションテクニ

カル

沖縄県

○沖縄福祉保育専門学校（Ｐ.２３９）　介護福祉

○ＳＯＬＡ沖縄保健医療工学院（Ｐ.２４０）　マリンスポー

ツ、幼児教育

○スターウッドＢｅＢ美容専門学校（Ｐ.２４０）　ペットビ

ューティー、国際観光

＜役員会・総会等＞

●全専各連第１２４回理事会・全専協理事会合同会議

　平成２９年２／２３（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第６６回定例総会・第１２５回理事会

　平成２９年６／２１（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国学校法人立専門学校協会定例総会・理事会

　平成２９年６／２２（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜平成２９年度ブロック会議＞

●中国ブロック会議

　平成２９年７／１３（木）

　山口県・湯田温泉ホテルニュータナカ

●近畿ブロック会議

　平成２９年７／２１（金）

　兵庫県・神戸メリケンパークオリエンタルホテル

●九州ブロック会議

　平成２９年７／２７（木）・２８（金）

　鹿児島県・ホテルパレスイン鹿児島

●四国ブロック会議

　平成２９年８／４（金）

　愛媛県・東京第一ホテル松山

●北関東信越ブロック会議

　平成２９年８／２２（火）

　茨城県・ホテルレイクビュー水戸

●中部ブロック会議

　平成２９年８／２４（木）・２５（金）

　岐阜県・ホテルグランヴェール岐山

●北海道ブロック会議

　平成２９年９／１４（木）から１６（金）のうち２日

　北見市・ホテル黒部

平成２８・２９年度　予定日程
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●東北ブロック会議

　平成２９年１０／１３（金）

　青森県・青森国際ホテル

●南関東ブロック会議

　平成２９年１０／２７（金）

　千葉県・京成ホテルミラマーレ

＜ＴＣＥ財団役員会＞

●第１２４回理事会・第８４回評議員会

　平成２９年３／１７（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●第１２５回理事会　

　平成２９年６／７（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●第８５回評議員会　

　平成２９年６／３０（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●第１２６回理事会　

　平成２９年１０／１８（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜その他会議＞

●平成２９年度事務担当者会議

　平成２９年４／２１（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜研修会・説明会＞

●専門学校の教育訓練・運営に係る内部質保証人材の養成

講習

　平成２９年２／７（火）・８（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連・全専協予算説明会

　平成２９年３／８（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜検定試験＞

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

　◇平成２８年度後期試験

　【情報システム】平成２９年２／１２（日）

　◇ＣＢＴ試験

　【情報活用・情報システム・情報デザイン】

　実施期間：随時

　※情報デザインは、ＣＢＴ方式のみで実施。

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス

　◇ＣＢＴ試験

　【１級】平成２９年２／４（土）～１２（日）

　【２級・３級】実施期間：随時

　詳細は全専各連ホームページ［広報全専各連］→プラス

ＷＥＢよりご覧いただけます。

http://www.zensenkaku.gr.jp/koho/

■　ブロック会議概要報告（南関東）

■　ＴＣＥ財団教職員・学習者等表彰

■　イベント・研修会など

＜ＴＣＥ財団＞

○　専門学校留学生担当者研修会

○　未来ノート研修会

＜部会・関係団体等＞

○　全国私立学校審議会連合会総会

○　全国学生技術コンテスト（理容美容）

　平成２８年熊本地震、東日本大震災などにより被害を受けた皆さまに、心よりお見舞い申し上げます。

　日本政策金融公庫（国民生活事業）は、「国の教育ローン」につきまして、震災により被害を受けた皆さまに対して、

貸付利率の引下げなどの「災害特例措置」を実施しています

　お問い合わせは、教育ローンコールセンター　０５７０－００８６５６（又は０３－５３２１－８６５６）

日本政策金融公庫（国の教育ローン）「災害特例措置」のご案内

　募集要項等に、３月３１日までに入学辞退の意思表明をし

た者に授業料等を返還することを明記してあるか、不適切

な記載がないかも併せ、改めてご確認ください。ご心配な

点は都道府県所管課等とご相談ください。

　本件に関わる通知等は全専各連ホームページにてご覧い

ただけます。

会員校の皆様へ

広報全専各連プラスＷＥＢ
掲載記事一覧

平成２８年熊本地震義援金について
　平成２８年熊本地震義援金について、１１月２１日付にて

一般社団法人熊本県専修学校各種学校連合会に、義援

金（受付期間：６月２日から１０月３１日）送金総額

８,９５９,２７３円を送金いたしましたことをご報告申し上げ

ます。ここに、改めまして皆様からお寄せいただきま

した温かいご厚意に厚く御礼申し上げますとともに、

被災地の一日も早い復旧・復興を心よりお祈り申し上

げます。
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CBT方式のみ�
　　詳細はＪ検HPを参照下さい。�

◇「併願受験」をサポートするプランも実施中です。�
　不合格、または欠席となった科目は1年間合格するまで何度でも受験できます。�
　（団体のみ対象。登録資格はwebにてご確認ください。）�

◇各試験で随時受付中です。�
＊ 個人受験をご希望の方はCBT方式をご利用ください。�

ペーパー方式（団体出願のみ実施）�
平成２９年度前期�

ペーパー方式（団体出願のみ実施）�
平成２９年度前期�

平成２９年６月１８日（日）�

１級　――　４,５００円�

手書願書――４月１日～５月１５日（願書必着日）�
電子願書――４月１日～５月２２日（　　〃　　）�
�
２級　――　４,０００円�
３級　――　３,０００円�

実施級／受験料�

出　願　期　間�

試　　験　　日　平成２９年９月１０日（日）�
出　願　期　間　手書願書――６月１日～７月２１日（願書必着日）�
　　　　　　　　電子願書――６月１日～７月２７日（　　〃　　）�
実施級／受験料　基本スキル ――――――― 　３,５００円�
　　　　　　　　システムデザインスキル ――   　３,０００円�
　　　　　　　　プログラミングスキル ―――    　３,０００円�

実施級／受験料　初級 ―― 　４,０００円�
　　　　　　　　上級 ――    　４,５００円�

情報検定全科目でCBT方式がご利用いただけます！�

文部科学省後援

ビジネス能力検定ジョブパス
（http://bken.sgec.or.jp/）

２０１５年１０月から従来のペーパー方式（全国一斉）に加えて
新たに２級、３級にもＣＢＴ方式を導入しました。（１級はＣＢＴ方式のみ）
（検定試験の最新情報は、Ｂ検ホームページにてご確認ください）

２級・３級（２０１７年度前期）〔ペーパー方式〕
■前期試験／平成２９年７月２日（日）
■出願期間／４月１日（土）～５月１９日（金）
■実施級・受験料／２級（４,２００円）
　　　　　　　　　３級（３,０００円）

【想定受験者と評価内容】
２級●就職活動のスタートを間近に捉えた大学生、専門
学校生等から社会人１、２年目程度。●３級の知識を前
提とし、企業の役割や責任と権限などを理解するととも
に、効率的な業務の進め方、問題解決のための基本的な
コミュニケーション、情報活用の技法を評価する。
３級●就職活動を視野に捉えた、高校３年生、大学生・
専門学校生等●入学者自らの職業観や勤労観といった概
念の形成を前提にビジネス常識および、基礎的なコミュ
ニケーション、情報の利活用など、将来、職業人として
適応するために身につけておくべき知識を評価する。

１級（２０１６年度後期）
■後期試験／平成２９年２月４日（土）～
 ２月１２日（日）
（上記期間内から選択可。ただし会場設営状況
による。詳細はホームページをご覧ください）
■出願期間／団体受験：１２月５日（月）～
 試験日の２週間前まで
　　　　　／個人受験：１２月５日（月）～
 試験日の３週間前まで
■実施級・受験料／１級（８,５００円）
（２級合格者が所定の期間に受験する場合５,５００円※但し、１回のみ）

【想定受験者と評価内容】
●就職活動を展開中の大学生・専門学校生等から入社１
年目から３年目程度の社会人。●２級の知識、技法を前
提とし、問題解決を円滑に推進するために必要となる論
理的な思考、情報発信と表現技法、および基礎的なマネ
ジメント技法を実践的に評価する。
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�．文部科学省認可　学生・生徒２４時間共済
　平成２７年１１月に文部科学省認可を取得した、キャリア教育共済協同組合が設立され、その事業として「学生・生徒２４時
間共済」がスタートしました。
　２４時間で学生・生徒様をトータルサポートする「教育業界独自」の共済制度です。
　○天災補償・国内外補償かつ２４時間補償と充実した補償内容
　○もしものために、保証人の死亡はケガのみならず全疾病も補償
　○学生・生徒（留学生含む）の名簿提出は不要、契約時は暫定人数で契約可能
　○共済事業から発生する収益の一部を、剰余金として還元
　　　（共済認可番号：２７受文科総第１７１４号）

【お問合せ先】　　文部科学省認可　（組合認可番号：２７受文科総第１７１３号／共済認可番号：２７受文科総第１７１４号）

キャリア教育共済協同組合　� 　０１２０－０１４－８８８
　　　　　　　　　　　　本部事務局　〒１０２－００７３　東京都千代田区九段北４丁目２－２５
　　　　　　　　　　　　全国専修学校各種学校総連合会／一般財団法人職業教育・キャリア教育財団事務所内
　　　　　　　　　　　　大阪事務局　〒５４２－００１２　大阪府大阪市中央区谷町９丁目１－２２

�．火災保険〈リスク評価割引〉　
学校関連施設毎の割引の提供が可能。学校関連施設及び機械設備について物件評価をし、保険金額の見直しにより適切な
火災保険に無駄なく加入される為の支援をいたします。またこれらリスクマネージメントサービスを活用していただくた
め、会員校向け火災保険コールセンターを設置しサービスのご提供をいたします。

�．非常勤教職員新補償制度　
　年々増加傾向にある非常勤教職員の補償を充実させるため、労災の適用対象とならない非常勤プランをご提案いたしま
す。実際の就業時間等のデータに基づいたプラン設計となっております。労災保険の上乗せとして常勤教職員の加入もい
ただけます。　
　当補償制度では、常勤・非常勤教職員の総勤務時間平均により保険料を計算するため、無駄の無い保険料設定となります。
地震・津波・噴火等の天災に起因した事故も自動的に補償します。傷害のみならず、熱中症・細菌性食中毒・特定疾病も
補償対象です。政府労災適用の有無に関係なくこの補償制度をご利用いただけます。




